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3セクター協働の地域活性化
教育プログラム
00. 3セクター協働の地域活性化
プロジェクトのご紹介
創造都市研究科「特色となる教育体制への支援事業H3セクター協働の地域活性化教育プログラ
ムー公共 ・市民 ・ビジネス部門連携の地域活性化コーディネート人材育成』プロジェクトの御紹介[サ
イトhttp:/www.gscc.osaka-cu.ac.jp/regional/ 概要(抜粋)] 
[創造都市研究科の概要]
創造都市研究科は、公立大学の使命のーっとして、
21世紀型都市再生モデルである創造都市等の研究と、
都市地域活性化を目的として設立された社会人向け大
学院です。2003年開設の修士課程3専攻(都市ビジネ
ス、都市政策、都市情報学)および2005年開設の博士
後期課程(創造都市)において、 2012年までに約1200
人が入学し、約800人が課程修了しました。
{目的](現状認識)
地域の疲弊が叫ばれ、地域活性化は日本全体の喫
緊の課題となっています。地域活性化の分野におい
ては、 PF 1 .指定管理など「公民協働jの方向が現
れていますが、(1)本プログラムは更に進んで、従
来の公共(行政)対民間の2者関係だけでなく「市民
[概念図]
【大学院 (修士課程3専攻、博士後期課程)】
、、、 ， ， 
主体のボランティア経済セクターjを入れた3者の総
合的戦略と (概念図参照)、 (2)財政自立化のなかで
「情報通信技術(1 C T) J等を活用した効率良い戦略
が中心的になりつつある乙とに注目 しています。
当研究科は、地域活性化 ・地域経営に関する全国の
研究科の中でも公共 ・市民・ビジネスの3セクターの
学生が共同で学び、かつ都市情報学専攻があるという
ユニークな構成をもち、個別の教育研究をおとなって
きました。こうした独自性 ・実績を活かし、個別の取
組を更に総合化し、地域/行政/関係機関のおける公
共 ・市民・ビジネスの3セクターと大学院・研究者の
3セクター(最大3x3の組合せ)が協働する融合効
果とインタラクティブな知識の環流化により、 地域活
性化人材を育てる「地域活性化教育プログラムJをお
こないます。
【大学院外部・地域】
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2 
{育成される人材像}
このプログラムで育成される「地域活性化コーデイ
ネータjとは、地域活性化の課題に直面したときに、
1 )自らの出自は公共・市民・ビジネスのいずれかの
1セクターに属する実務家や研究者であっても、他を
含めた3セクターの個々の特性を認識し、その長所を
活かして協働をデザイン・コーディネー卜でき、 2)
地域のネットワーク化や情報の共有を効率的に実現す
るICTを活用する知識を身につけ、 3)現場のコー
ディネートと同時に暗黙知を獲得し形式知に転換する
ことにより仮設定立・検証をおこなって、現場に応用
する力(概念図参照)をそなえ、 4)最終的に体系化・
一般化をして成果としてまとめる能力により、みずか
らのキャリアアップと地域への貢献の両者を達成でき
る実務的研究者・高度専門職業人のことです。
{キャリアアップ}
既存専攻の学生および外部からの人材は、地域活
性化プログラムに参加することにより単位履修が可能
であり 「地域活性化コーディネータ(仮)Jの名称を受
けることを予定しています。プログラム終了後は、現
場の知識を活かし、対立する課題を総合的に調整し
各セクターの長所を生かせる創造的な問題解決能力を
もった実務的研究者(大学等研究機関研究者・地域活
性化運営者)として活躍が期待されます。
[実績]
創造都市研究科は開設以来、研究科および大学重
点研究 『創造都市を創造するH創造経済と都市地域再
生』などのプロジェクト研究において、大阪市等との
共同による国際シンポジウムを通じた世界的な創造都
市研究ネットワークを形成、 地元である大阪市・ 大阪
市北区地域開発協議会を応援、同商業活性化協会と
提携契約を結び地域活性化プロジェクトを7回実施
し、 地域活性化計画の立案 ・支援をしてきました。ま
たプロジェク卜型の学生共同研究を重視し、開設以
来10年で毎年20数件の教員および学生数名の研究グ
ループを組織して教育研究活動の中で大きな効果をあ
げてきました。本プログラムでは、このような創造都
市研究科のプロジェクト型研究の実績を踏まえて、 3
セクター(公共・市民・ビジネス)の学生が共同で学
ぶ構造および関係機関との連携の上に、新たな知識的
統合を目標として、総合的人材「地域活性化コーディ
ネー タ」の養成をめざすものです。
01.市民と行政の協働の創出と
住民自治の理念
一豊中市千里文化センタ-
fコラポ]の事例から一
弘田洋二(大阪市立大学大学院創造都市研究科都市政策専攻教授)・
田中逸郎(豊中市副市長)(注1)
はじめに
豊中市千里文化センタ一 「コラボ」は、千里を中心
に展開するNPO諸活動の運営関係者と一般市民、そ
して行政が集う場としてのプラットフォーム、連携を
生み出すラウンドテーブルとして機能しており、全国
の白治体から見学の申し込み、および情報提供の求め
が絶えないとpう。ひとつの課題およびその解決を掲
げるテーマ型のNPOばかりでなく、コミュニティの
特徴に根差した活動が活発な地域市民活動の成功事
例として、さらに「新しい公共の担p子Jといわれる
市民活動と、住民から公共性を委託されたと考えがち
な行政の協働による「公共性jの創出というこつの意
味で注目されているのであろう。
文化センター設立のプロセスにおいて行政の中心的
スタ ッフとして、行政と市民の協働を機能させるとい
3 
う理念に重心をおいてかかわってきた氏の情報提供を
受けながら、協働の創出のプロセスをとおして重要な
要因が何であったのかを探ってみたい。
1 .設置構想の具体化段階における 「参加と協働j
豊中市千里文化センター 「コラボ」はその設立過程
において、豊中市政における住民自治の理念を反映し
ながら、およそ以下のような経緯で、現在に至っている。
.2003年10月:豊中市財団法人大阪府千里センターが
「千里中央地区再整備ビジョン」策定。
.2004年7月:I再整備ビジョンJで提案された民間活
力導入による事業コンペにおいて、 豊中市が千里文
化センターの建替え方針を決定(既存施設を構成す
る図書館、公民館、老人福祉センターに、市役所出
